
  

１ はじめに 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 『第２章 保有する公共建築物等の状況』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●現在、保有する公共建築物を築年別に見ると、人口が急増した昭和40～50年代にかけて、大量の整備が

進められ、昭和40年度から25年間で建築された建築物が約600万㎡、全体の約60％を占めています。 

 

 

（１）保有する公共建築物の整備状況 
（１）膨大な量の公共建築物を保有する横浜市 

現在、横浜市が保有する建築物は、約2,500にの

ぼります。昭和 40～50 年代の人口急増期に大量に

整備した学校をはじめ、市民利用施設や福祉施設、

さらには庁舎・事務所、市営住宅、駅舎や焼却工場

等の都市基盤系建築物など、床面積にして約 1,000
万㎡もの公共建築物を保有しており、今後の保全や

更新に係る財政負担が課題となっています。 
 

（２）これまでの取組など（主に市民利用施設等に関する取組） 

 
          
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

（３）公共建築物マネジメント白書（仮称）の策定 

限られた財源の中で、膨大な量の公共建築物を保全・更新していくためには、市民の皆様と課題を

共有し、今後の公共建築物のあり方を一緒に考えていく必要があります。そのための基礎資料集とし

て「横浜市公共建築物マネジメント白書（仮称）」を作成することとしました。 
 
（４）白書の構成（案） 

第１章  市勢状況等の把握（省略）             第３章 用途別実態把握（３に該当） 
１ 市の概要（現況、歴史）               １ 用途別の現況整理 
２ 市の人口（推移、将来推計）             ２ 区別の現況整理 
３ 市の経済                      第４章 課題と今後の取組（４に該当） 
４ 市の財政                      １ 抽出される課題の整理 

第２章  保有する公共建築物等の状況（２に該当）        ２ 課題解決に向けた選択肢 
１ 公共建築物の現状（規模、整備状況、保全費将来推計）      ３ 市民アンケート 
２ 公共建築物に関するこれまでの取組        資料編  第３章に掲載する施設 

に関するデータリスト 
 

●公共建築物の総床面積を他都市と比較すると、市民生活に身近な市民利用施設、福祉施設、学校施設の合

計床面積（点線より下の部分）は、最大となっています。また、庁舎・事務所、市営住宅、都市基盤系建

築物は都市間で大きな差が見られます。 

 

公共建築物の築年別整備状況 

（２）他都市との比較 
平成20年度 

「公共施設の長寿命化 ―基本方針―」を策定 平成12年度 

「ストックマネージャー制度」を創設 

「公共建築物劣化調査」を開始 

「公共建築物保全データベース」を開発 

平成13年度 

 

各局が所管する施設の長寿命化及び適切な維持保全を推進するための責任者「ストックマネージ
ャー」を各局に設置。平成22年度には区にも設置。 

平成14年度 
緊急性の高いものを優先して計画的な保全対策を実施するために、建物や設備機器の劣化状況の
調査を開始。 

平成19年度 

「横浜市公共施設の保全・利活用基本方針」を策定 

公共建築物の保全情報の共有を実現。平成 20 年度には個別施設ごとの保全コストを把握できる
「個別保全計画」を作成。 

保有する公共施設の維持と有効活用を図ることを目的に、更なる効率化を進めるための基本事項
をとりまとめ公表。取組方針に「施設情報の公表」も盛り込む。 

長寿命化によるライフサイクルコストの低減などの取組を開始。基本方針を受け、平成 13 年度
に、公共建築物の目標耐用年数を原則として70年以上とした。 
 

※竣工年度が不明な施設は除外しています。 

横浜市公共建築物マネジメント白書（仮称）の素案の骨子                ※資料中の数値は、現在、素案公表に向けて精査中のものです。 

各都市が保有する公共建築物

の総床面積 

（ ）内は人口一人あたりの床面積 

約600万㎡（約60 ％） 

（2.70 ㎡/人） （4.46 ㎡/人） 

（3.15 ㎡/人） 

（6.06 ㎡/人） 

（5.35 ㎡/人） 

平  成  24 年  9 月  18  日 
政 策・総 務・財 政 委 員 会 
配       布       資      料 
財           政           局 

[ H24.3現在 ] [ H22.3現在 ] [ H24.7現在 ] [ H23.3現在 ] [ H22.3現在 ] 

市民利用施設

106.2 万㎡

11%
福祉施設

36.3 万㎡

4%

学校施設

372.2 万㎡

37%
庁舎・事務所

60.8 万㎡

6%

市営住宅

177.1 万㎡

18%

都市基盤系

建築物

241.9 万㎡
24%

その他

0.7 万㎡

0%

公共建築物の 
床面積比率 
（面積単位：万㎡） 

 

（1.39 
㎡/人） 

（1.70 
㎡/人） （1.46 

㎡/人） 

（1.77 
㎡/人） 

（2.26 
㎡/人） 



２ 『第２章 保有する公共建築物等の状況』（つづき） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 『第４章 課題と今後の取組』                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 『第３章 用途別実態把握』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ５ 今後のスケジュール（案） 

 

（３）保全費の将来推計 
●公共施設（道路等のインフラも含む）全体の企業会計等も含め推計した保全費の合計額は、今後 20 年間

で約３兆４千億円ですが、うち一般会計では約２兆円となります。平成 24 年度一般会計予算の保全費は

約580億円ですが、将来推計の結果では年平均で約980億円が必要になります。 

 
※保全費：公共施設を維持するために必要な点検、修繕、改修、更新などをいいます。推計額は現在、素案公表に向け精査中の値となっています。 

（４）保全の取組 

（１）用途別実態把握の対象（別添資料「第３章 用途別実態把握 抜粋」参照） 
①全施設のデータ：特に市民の皆様に身近な施設として、「市民利用施設」「福祉施設」「学校」を取り上げ、

利用状況、保全費 (３(３) で定義 ) や管理・運営に関する年間総コストを原則全施設について掲載します。 
※年間総コスト：管理運営コストの実績値に、今後20年間で必要と推計した保全費の総額を20年間で割り戻した額を加えたものをいいます。 

②用途ごとの比較：さらに、各地区に整備されている「地区センター」や「スポーツセンター」等の市民利

用施設については、利用状況や一人あたりに要するコスト等について個々の施設どうしを比較できる構成

とします。 
③区別の立地状況：また、学校と地域の代表的なコミュニティ施設（地区センター、コミュニティハウス、

地域ケアプラザ）の立地状況を区別に整理することで、市民の皆様にとって身近な公共建築物の状況を把

握していただきやすい構成も検討しています。 
（２）学校 
●学校は、明治時代に開設され

たものもあり、地域に長い間

親しまれている大切な施設で

す。 
●小学校は 345 校整備されてお

り、合計約 222 万㎡の床面積

があります。平均で築37年と

なっています。 
●昭和40年度から20年間で整

備された小学校は 259 校にの

ぼり、全校数の75％を占めて

います。 
●平成39年度以降、築70年を

迎える校舎が続々出てきま

す。ピークとなる平成58年度

は 23 校の小学校の校舎が一

斉に築70年を迎えます。 
 

●抽出される課題の整理                                      ●課題解決に向けた選択肢 

 

 

９月：常任委員会（素案骨子説明） 

１１月：常任委員への素案事前説明 

素案公表 

１２月：市民意見募集 

常任委員会（中間報告） 

 ３月：常任委員会（最終案説明） 

白書公表 

将来の保全費の増大 

保全費の将来推計額と比較すると、

現行予算では対応しきれないこと

が想定されます。 

総コストに対する負担の割合 

一部の施設について、利用者一人1回あたりの利用に要する総コストのうち、利用者が負担

している割合が小さな施設もあります。そうした施設は、利用していない多くの市民の皆様の

支えで維持運営されています。 

 

学校の老朽化 

特に大規模な量を有する学校施設は、十数年後

から築 70年を迎えていくことから、保全・更新

の問題が顕在化していきます。 
予防保全の質的水準をどの程度とすべきか？ 

保全する施設の量的水準をどの程度とすべきか？ 

利用者（収入）増に向けた施設管理者の経営努力は

十分か？ 

・・・・・・・等 

現在ある小学校ごとの築年別整備状況 

一般会計における今後20年間の年度別保全費推計 

保全費将来推計 年平均 約980億円 

平成24年度 保全費予算 約580億円 

●本市では、不具合が発生してから修繕を行う「事後保全」ではなく、不具合を未然に防止するために計画

を立て保全を行う「予防保全」を採用しています。その中でも、推奨された更新・修繕周期で行う「時間

計画保全」に比べコストを抑制するため、劣化状態に着目した「状態監視保全」を採用しています。 

保全タイプ 概       要 

事 後 保 全 
不具合が発生してから修繕を行うため、突発的な不具合（故障）リスクが非常に大きく、

急に多額の費用が必要なケースや使用を中止せざるを得ないケースが生じるものです。 
予

防

保

全 

時間計画保全 推奨された周期で更新・修繕を行うため、不具合（故障）のリスクが小さく、保全費用

の平準化につながる一方で、現行予算に比べ多額の費用を要するものです。 
状態監視保全 時間計画保全よりコスト抑制するため、劣化状態に着目し、早急な対応が必要な部分か

ら更新・修繕を行います。これを可能とするための膨大なデータ管理が必要となります。 
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施設の更新にあわせた複合化をどうとらえるか？ 



 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市公共建築物マネジメント白書（仮称）素案 

 

第３章 用途別実態把握  （抜粋） 

 

 

 

※資料中の数値は、現在、素案公表に向けて精査中のものです。 

別添資料



 

  

■地区センター 

１）概要 

 

地区センターは、地域の住民が自主的に活動し、スポーツ、レクリエーション、講演会、研修、

サークル活動などを通じて相互交流を深めることを目的に、市内に 80 施設整備されています。

地域住民の自主的な活動をきっかけに、地域コミュニティの醸成、地域連帯意識の形成を図るた

め、幼児から高齢者までの幅広い市民が、誰でも気軽に利用できるように運営しています。 

基
本
情
報 

施設数 ８０ 施設 設置基準 日常利用圏 

平均規模 １，８２５ ㎡ 平均築年数 ２２  年 

施設利用料 

（有料・無料） 
有   料 管理形態 指定管理者 

主な諸室 
会議室、和室、図書ｺｰﾅｰ、
体育室、料理室、音楽室、
プレイルーム、等 

設置根拠 

 

横浜市地区センター条例 

 

運
営
状
況 

 合 計 １施設当たり平均 

年間総コスト ４８億７，３７２ 万円 ６，０９２ 万円/施設

年間利用者数 ８３６万４，４４７ 人 １０万４，５５６ 人 /施設

年間稼働率 ― ５０．７ ％ /施設

利用者１人 

当たりコスト 

                       ５８３ 円/人・回                

 

備
考 

・年間利用者数：H21～H23 年度における入館者数の３か年平均 

・年間稼働率：H21～H23 年度における年間利用総時間÷年間利用可能総時間の３か年平均 

・西谷地区センターは H23 年度休止中のため、コストは H22 年度の数値を採用、年間利用者数・

年間稼働率は H21・H22 年度の２か年平均を採用 
・南地区センターは老人福祉センター南寿荘との複合施設で、２施設合わせた指定管理契約の
ため、「指定管理料等」、「使用料等」は面積按分による 

使用料等

56円
指定管理料等

343円

年間の保全費等

184円

税負担額 (90%)

1



 

  

２）配置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【凡例】

市街化区域

市街化調整区域

2



 

  

３）実態把握 

① 築年別整備状況（平均 築 22 年） 

地区センターは、市全体で 80 施設・14 万 5,991 ㎡整備されています。特に、昭和５３年か

ら平成１７年にかけては継続的に整備が行われてきました。 

施設全体の平均築年数は、22 年です。 

築 30 年以上経過した施設は、21 施設 3 万 5,771 ㎡（約 25％）あります。 

なお最も古い施設は、築４７年を経過している中村地区センターですが、この施設は元々、「愛

児センター」として整備された建物を転用して活用しているものです。 
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（㎡） 計80施設 14万5,991㎡ （万㎡）

施設数

整備面積

累計

平均築 22 年

築30年以上

35,771 ㎡

築20年以上

43,956 ㎡

築10年以上

59,111 ㎡

築10年未満

7,153 ㎡

(4施設)

(30施設)

(25施設)

(21施設)
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② 利用状況とコスト状況 

年間利用者数としては、２０万人を超えている施設がある一方で、７万人を下回っている施設 

も数か所見られ、平均では年間約１０万人の利用があります。稼働率についても、約 30～８０％

の間で施設によるばらつきが見られ、平均では約５０％の稼働状況です。 

また、利用者１人あたりの総コストは、約２００～1000 円/人となっており、施設によって

約５倍の差が生じています。 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

0 5 10 15 20 25

美しが丘西

大場みすずが丘

奈良

藤が丘

山内

若草台

市沢

今宿

希望が丘

白根

都岡

若葉台

上飯田

下和泉

立場

中川

磯子

上中里

杉田

根岸

神奈川

神之木

神大寺

白幡

菅田

金沢

釜利谷

富岡並木

能見台

六浦

港南台

港南

永谷

野庭

東永谷

菊名

篠原

城郷小机

綱島

新田

（万人）
424

492

731

520

369

623

744

440

333

635

738

681

574

843

628

593

772

659

584

682

580

610

375

465

663

849

675

570

446

607

539

513

742

652

614

1,007

639

406

657

610

05,00010,00015,000

02004006008001,0001,200
（円/人） 

年間総コストと利用者 1 人あたり総コスト 年間利用者数と稼働率 

（万円） 

使用料等 指定管理料等 年間の保全費等

平均：6,092 万円 

稼働率 

年間利用者数 

年間総コスト 

 利用者１人あたり総コスト 凡例  
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8.5 

8.6 

10.5 

8.9 

7.1 

14.5 

7.1 

12.3 

12.3 

9.4 

11.3 

9.5 

9.4 

8.0 

10.7 

9.9 

10.7 

20.1 

10.9 

9.0 

20.7 

17.4 

11.1 

7.0 

6.3 

9.9 

9.3 

10.7 

8.6 

8.7 

6.9 

13.1 

10.5 

9.4 

13.1 

10.7 

16.5 

7.1 

9.2 

7.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0 5 10 15 20 25

日吉

上郷

豊田

本郷

阿久和

瀬谷

中屋敷

北山田

都筑

中川西

仲町台

潮田

駒岡

末吉

寺尾

生麦

矢向

踊場

上矢部

大正

戸塚

東戸塚

舞岡

竹之丸

野毛

本牧

西

藤棚

今井

西谷

初音が丘

ほどがや

十日市場

長津田

中山

白山

大岡

永田

中村

南

（万人）
704

503

618

427

819

681

832

490

211

697

584

792

557

741

354

505

638

206

618

530

516

412

562

969

701

521

1,060

670

688

687

883

525

608

588

416

615

407

898

485

784

05,00010,00015,000

02004006008001,0001,200
（円/人） 

年間総コストと利用者 1 人あたり総コスト 年間利用者数と稼働率 

使用料等 指定管理料等 年間の保全費等

（万円） 平均：6,092 万円 

稼働率 

年間利用者数

年間総コスト 

 利用者１人あたり総コスト 凡例  
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■スポーツセンター 

１）概要 

 

 スポーツセンターは、スポーツ、レクリエーション等の振興を図り、市民の心身の健全な発達

に寄与することを目的として、市内に 18 施設整備されています。 

基
本
情
報 

施設数 １８ 施設 設置基準 １区に１施設 

平均規模 ３，９３４ ㎡ 平均築年数 ２３  年 

施設利用料 

（有料・無料） 
  有   料 管理形態 指定管理者 

主な諸室 

第一体育室、第二体育室、
第三体育室、研修室、 
トレーニングルーム等 
（西スポーツセンターのみ

屋内プールあり） 

 

 

設置根拠 

 

 

 

 

横浜市スポーツ施設条例 

 

 

運
営
状
況 

 合 計 １施設当たり平均 

年間総コスト ２７億５，３３３ 万円 １億５，２９６ 万円/施設

年間利用者数 ４８０万８，４９２ 人 ２６万７，１３８ 人 /施設

年間稼働率 ― ８７．７ ％ /施設

利用者１人 

当たりコスト 

   ５７３ 円/人・回               

 

備
考 

・年間利用者数：H21～H23 年度における利用者数の３か年平均 

・年間稼働率：H21～H23 年度における利用コマ数÷供給可能総コマ数の３か年平均 

・栄スポーツセンターは公会堂との複合施設で、２施設合わせた指定管理契約のため、「指定管

理料等」、「使用料等」は面積按分による 

 

使用料等

270円
指定管理料等

162円

年間の保全費等

140円

税負担額 (53%)税負担額 
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２）配置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【凡例】

市街化区域

市街化調整区域
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３）実態把握 

① 築年別整備状況（平均 築 23 年） 

スポーツセンターは、市全体で 18 施設・7 万 809 ㎡整備されており、整備計画に沿った整

備は完了しています。 

特に、昭和５７年から平成６年にかけては継続的に整備が行われてきました。 

施設全体の平均築年数は、23 年です。 

築 30 年以上経過した施設は、2 施設 7,213 ㎡（約 10％）あります。 

なお最も古い施設は、港南スポーツセンターで築 32 年を経過しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（年度）

1 1

1
1

2

1 1 1

1

1
1

2

1

1

1

1

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

昭
和
2
5

2
7

2
9

3
1

3
3

3
5

3
7

3
9

4
1

4
3

4
5

4
7

4
9

5
1

5
3

5
5

5
7

5
9

6
1

6
3

平
成
2 4 6 8

1
0

1
2

1
4

1
6

1
8

2
0

2
2

2
4

（㎡）
平均築23 年 計18施設 7万809㎡

（万㎡）

施設数

整備面積

累計

築30年以上

7,213 ㎡

築20年以上

45,981 ㎡

築10年以上

13,750 ㎡

築10年未満

3,865 ㎡

(1施設)

(3施設)

(12施設)

(2施設)
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② 利用状況とコスト状況 

年間利用者数としては、約２０万人から４０万人を超えている施設もあり、平均としては約２７万

人の利用があります。稼働率についても、ほとんどの施設が８０％を超えており、中には９０％を超

えている施設も見られ、非常に高い稼働状況であることがわかります。 

また、利用者１人あたりの総コストは、約４００～１０００円/人となっており、施設によって約 2.5

倍の差があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41.9 

22.3 

25.7 

27.4 

23.8 

23.7 

25.3 

27.2 

28.4 

22.9 

20.3 

24.6 

36.3 

21.1 

22.9 

32.8 

24.3 

30.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0 10 20 30 40 50

青葉

旭

泉

磯子

神奈川

金沢

港南

港北

栄

瀬谷

都筑

鶴見

戸塚

中

西

保土ケ谷

緑

南

409

601

541

572

622

565

564

607

382

637

599

574

475

757

1,026

576

583

493

010,00020,00030,000

02004006008001,0001,200

使用料等 指定管理料等 年間の保全費等 

（円/人） 

年間総コストと利用者 1 人あたり総コスト 年間利用者数と稼働率 

（万円） 
平均：１.５億円 

（万人） 

 

 

稼働率

年間利用者数 

年間総コスト 

 利用者１人あたり総コスト 凡例  
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■主なコミュニティ施設等の現況整理（区別） 

（１）青葉区 

青葉区には、主なコミュニティ施設として、地区センターが 6 施設、地域ケアプラザが 7 施

設、コミュニティハウスが 7 施設あります。その他、小学校が 30 校、中学校が 13 校整備され

ています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※番号は任意です。 
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年間利用者数、年間総コストとも、用途ごとの特徴が表れています。なお、青葉台コミュニテ

ィハウスは元々、青少年図書館として整備された建物を転用し活用されているため、他のコミュ

ニティハウスより施設規模が大きく、また多くの蔵書を誇っている施設です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年間総コスト 年間利用者数 

14.3 

12.7 

8.5 

13.1 

16.0 

9.5 

4.0 

1.5 

3.7 

0.2 

3.6 

3.0 

4.7 

1.8 

0.9 

1.1 

2.1 

1.8 

1.0 

11.6 

0 5 10 15 20

美しが丘西地区センター

大場みすずが丘地区センター

奈良地区センター

藤が丘地区センター

山内地区センター

若草台地区センター

美しが丘地域ケアプラザ

荏田地域ケアプラザ

大場地域ケアプラザ

恩田地域ケアプラザ

鴨志田地域ケアプラザ

さつきが丘地域ケアプラザ

もえぎ野地域ケアプラザ

桂台コミュニティハウス

鴨志田コミュニティハウス

さつきが丘コミュニティハウス

すすき野コミュニティハウス

みたけ台中学校コミュニティハウス

山内コミュニティハウス

青葉台コミュニティハウス

（万人）

6,076

6,248

6,201

6,803

5,926

5,940

18,588

14,731

17,569

1,466

11,395

22,363

21,132

953

875

953

999

800

910

3,634

010,00020,00030,000

（万円）

※恩田地域ケアプラザは、平成 24 年１月開所のため、それ以降のデータを掲載。
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